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所在地 創業・設立
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

○

◎○ ○

清酒製造

どぶろく製造

慶応元年

平成21年5月 10 8

境港市

米子市

伯耆町

2

1

○

4

3

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈱上代

千代むすび酒造㈱

皆生温泉旅館組合

　１．事業内容・背景など

6

(1) 平成17年　伯耆町福岡地区の住民と地区出身者などが地域の生活や食文化を

もう一度楽しもうと「源流上代プロジェクト」を立ち上げた。

生活排水の一切入らない源流を使った生活を体感することをコンセプトに、

酒米づくりから酒の仕込みまで手がけて「にごり酒上代」を完成させた。

(2) 平成20年　米子市皆生の温泉旅館の若手経営者がプロジェクトに共感して、

皆生温泉オリジナル酒「皆生温泉　海に降る雪　上代」を企画した。

田植えから稲刈り、酒の仕込みまで若旦那、若女将が自ら体験して完成した

お酒を自らの体験を共に皆生温泉を訪れる観光客に提供した。

(3) 平成21年　酒の製造を任せていた酒蔵の廃業を契機にどぶろく製造をめざした。

伯耆町役場が「どぶろく特区」の申請を行い、総務省より認定を受けた。

一方、地元の有志が中心となり、伯耆町上代地区のまちづくり会社として

株式会社上代を平成21年5月に資本金8百万円で立ち上げた。

どぶろく製造免許取得のために、【農業】役員の田んぼを借りた酒米づくり

【製造】廃業する酒造会社から設備を買い受け、【販売】地元の集会場にて地元に

婦人が運営する「かあちゃんそば」にてどぶろくを提供する仕組みを作りあげた。

(4) 平成22年に初めて製造した「どぶろく」は、720mlで約2800本であったが

5月頃には、多くの注文を残して品切れとなった。また、昨年まで生産していた

清酒「皆生温泉　海に降る雪　上代」は、千代むすび酒造が生産を引き継ぎ、

皆生温泉の各旅館及び鳥取県西部地区の酒屋・観光施設で販売を続けている。

(5) 株式会社上代が「上代」の商標権を取得して、千代むすび酒造にライセンスを与えている。また、加工食品や

お菓子などの新製品開発にも着手している。

(3) 平成22年度食のみやこ鳥取県推進事業　とっとりオリジナルメニューづくり支援事業

(1) 平成20年度資源活用緊急支援対策補助金

(2) 平成22年度鳥取県チャレンジ資金

日日本本一一ののどどぶぶろろくくをを ししてて ～～
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888

所在地 創業・設立
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

◎

◎

◎

○

トマト生産

人参生産

トマトジュース等製造平成18年6月 12

日南町

米子市

日南町

2

1

4

3

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

日南トマト加工㈱

トマト生産者

人参生産者

　１．事業内容・背景など

日南町トマ日南町トマ日南町トマ日南町トマ日南町トマ日南町トマ にによよるる収収益益向向上上ととブブラランンドド化化

　さらに、販路開拓と商品化にあたっては、日南トマトの取引先であった松江市の百貨店のバイヤーからアドバイスを受

トマトをより多くの消費者に食してもらいたいという想いから、平成18年6月

（法人化H19.7月）に町内トマト生産者6人により加工品開発に着手した。

水との多くの有機物を含んだ良質な土壌を活かし、昭和62年「桃太郎トマト」

の栽培に取組んだ。山陽・関西方面での認知度はあるものの、生産者の所得

向上には至っておらず、この問題解決と日南トマトのブランド力向上、日南

(2) 事業参入の苦労と課題解決

　日南町では、準高地（標高350～600m）の気象条件と、中国山地の雪解け

　　当初は、加工品開発を事業としていくためのノウハウと加工施設確保の問題に直面したが、加工施設については町

から閉所した施設を借入れるこができ、また、商品開発・製造ノウハウについては、鳥取県（農業改良普及員と食品開

発研究所等）の支援を受けることができた。

株式会社となった。

　現在、ブランド化の確立に向けたブラッシュアップや販路開拓に向けて、商工会産業支援センターの支援や同じ事業展

けることができ、また、事業の継続・拡大に向けての法人化に当たっては、地元商工会の支援を受け、平成19年7月に

(3) 事業内容と今後の方向性

開を行っている町内外の事業者と連携強化に取り組んでいる。

　事業開始から2年前までは、トマトに拘った加工品開発を行い、「素っぴん完熟トマトジュース」とモーツアルトの音楽を

聴かせて育てた「音楽熟成トマトジュース」、トマトケチャップ、トマトソース、焼肉のたれを商品化し、開発・製造・製造・

販売の一貫体制を確立。地元百貨店、地元スーパーを中心に販売し、多くの固定ファンに支持されている。

　しかし、トマト栽培の端境期である冬場に仕事がないという課題対策に向けて、米子市内の人参エコファーマーとのコ

ラボにより、平成20年12月から人参ジュースを販売。　今後、トマト以外の農産物の加工品開発や県内外農業生産者の

要望（規格外農産物処分やブランド化）に応えていきたいと、OEM生産も検討中である。

　また、老朽化する加工施設への対策として、町内複数の事業者との共同加工施設建設も検討中である。

ふるさと認証商品パッケージ等改良支援事業（平成18年度・平成21年度活用）

(1) 事業参入の経緯・ねらい
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所在地 創業・設立
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

4

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈲大平フードシステム

勘右衛門土手ニラ保存会

　１．事業内容・背景など

1

2

3

倉吉市

八頭町

165

21 ○

○ ◎

◎

10

 投げうって堤防工事を完成させた。

平成22年11月  鳥取県農商工連携事業審査会提案

 会との連携に合意。

(2) 市場ニーズ

(1) 連携の経緯

 した。義民：松田勘右衛門（別名・東村勘右衛門） は藩に願い出、私財を

　せず、打ち首にされる。

　したいと保存会が結成される。

② 勘右衛門は、石組みの土手を築き、飢饉に備えてニラを植えさせた。

③ その後、人望を集めた勘右衛門は、元文一揆に担がれるが、事、成就

④ 280年生え続けてきた「勘右衛門土手ニラ」を村おこし、産業興しに活か

鳥取発「義民・勘右衛門の世直し餃子」発信事業

① 元禄から享保にかけて、八東川は十数回もの大洪水となり、田畑を流

① 餃子は、国民的メニューの一つである

⑤ 加工食品分野への進出を模索していた（有）大平フードシステム社長は

 勘右衛門と天神川とかかわりのあることも知り、「勘右衛門土手ニラ」保存

　　によく売れる。

③ Ｂ級グルメが、燎原の火のごとく広がっている

　＊ニラやニンニクはウィークエンド・ベジタブル（週末野菜）の代表で木・金

　　　チルド(冷蔵)販売高は、2009 年の年間規模で５００億円

② ウィークエンド・ベジタブル（週末野菜）

　＊冷凍餃子は、冷凍食品でベスト５に入っている。餃子シュウマイの

　＊各地の食材等を活用してＢ級グルメが人気を博し、地域おこしの起爆剤となっている。餃子も宇都宮、浜松、香川など

　　全国各地で取り組まれ、餃子でまち起こしの動きや食材の差別化など、その動きは全国各地に拡大している。

鳥取県農商工連携促進ﾌｧﾝﾄﾞ事業補助金（販路開拓　平成22年度） 
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所在地 創業・設立
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

◎

◎

◎◎

◎◎

黒毛和牛牧場

食品製造販売

茶栽培・茶製造

牧場・乳製品製造・販売

ホテル経営、農産品販売

伯耆町

米子市

大山町

大山町

米子市

2

1 ◎

◎

4

５

3

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈲新興

前田牧場

食品製造業２社

陣構製茶組合

香取農業協同組合

　１．事業内容・背景など

12

(3) 事業内容と今後の方向性

　当社は、事業目的を遂行するために、契約農家の農畜産物を自社が全国に販売すると同時に、こだわり農畜産物を素材

とした加工食品の企画・開発・販売を事業として行っている。企画・開発した加工食品については、香取農協のほか地元食

品製造業と連携して商品化を行っている。

  ホテル経営は、全国有数のホテル激戦区である米子市においはキャパに限りがあるので、今後は、こだわり農畜産物を

生産する経営農家を増やしていき、農畜産物と加工食品を自社ホームページや宅配業者と連携して、大都市圏中心に固定

元農家と親しく接触する機会が増え、農家の衰退を目の当たりにした。

　地域の衰退する農畜産業者の所得向上と地域農畜産物のブランド化

を後押しすることを目的に、「こだわりの農畜産物」とそれを素材とした

1号店を米子市富士見町に、米子駅前の2号店は22年9月より女性専用

ホテルとしてオープンさせるなど、「こだわり」の経営を行っている。

　平成16年から大山スキー場再建に携わることになり、その過程で地

(1) 事業参入の経緯・ねらい

　当社は、平成6年からアジェンダブランドとしてホテル経営を行っており、

加工商品を企画・開発・販売する事業を開始した。

　安心・安全な地元産品を全国に販売し、地元生産農家や地域を元気にすることを目的に事業を開始したが、農畜産物の

ブランド化・流通化（認知度）までには3～5年かかる。事業推進の上で、契約農家を抱えるということは、その間のリスクを

当社が抱えることになる。また、事業推進に欠かせない優秀な人材確保も課題となっている。

　商品開発に当たっては、県の補助金の活用や商工会産業支援センター等の支援を受け課題解決に当たっているが、事

業を継続していくためには、出来るだけ補助事業に頼らない経営体質の確立が必要と考えた事業展開を行っている。

(2) 事業参入の苦労と課題解決

ファンづくりを行っていく方針である。

県次世代・地域資源産業育成事業（商品開発　H20年度）

(1) 県次世代・地域資源産業育成事業助成金（大国主の蘇開発　H20年度）

(2) 地域資源∞全国展開プロジェクト事業商品開発補助金（大山黒毛和牛コロッケ開発　H21年度）

大大山山 ののここだだわわ とと加加工工食食品品のの販販
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　１．事業内容・背景など

所在地 創業・設立
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

4

3

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

農事組合法人やまのうえ

㈱ゼンヤクノー

1

2

八頭町

鳥取市 昭和48年

平成18年 37 19

29 358

米、ハト麦、白ネギ等の栽培

健康茶中心食料品製造業

◎

◎◎

14

技術を確立。前述のとおり、中国では健康食としてお粥を食べる文化があることから、日本でも提案し、高齢化の進展によ

る粥や雑炊の需要など、新たなニーズの掘り起こしが期待できると考え、商品化に踏み切った。

工して仕上げた「ハト麦粥」を商品化する。

(4) 市場開拓に向けた戦略、事業組織など内部体制

のハト麦の栽培が開始され、生産性技術の向上が進んだ。

　従来から、ハト麦は中国では「ヨクイニン」と呼ばれ、漢方薬にも処方さ

中国では滋養強壮で食されている。

　このたび、㈱ゼンヤクノーでは設備改良によりハト麦外殻脱皮の生産

　鳥取県産のハト麦を使い、開発した外皮破砕精白機に加工した精白粒をコメなどとブレンドし、粥としてレトルト食品に加

②販促・事業組織などについては、当社既存ルートを最大限活用するとともに、ドラッグストアーや健康食品取扱小売業な

(1) 事業導入の経緯

　「食の安全」が叫ばれ、国産品へのシフトが進む中、国内では転作用

れる生薬であり、穀類の中ではタンパク質が多く栄養価の高い穀物で、

　高齢者や健康・美容などへの意識が高い消費者をターゲットとする。高齢化の進展による見込む。

(2) 標的市場

(3) 具体的な事業内容

(5) 事業者の工夫・苦労

①やまのうえ  ：より良い品質、単位当たりの収穫量での生産性で価格において米の栽培に勝ること。

①商品当初は2アイテムとして反応を見て今後広げる。朝粥と夕粥価格上代300円見当、安易な価格競争は避ける。

22年9月30日付で農商工連携促進法に基づき事業計画が認定された。

ど、さらには各種見 本市・展示会・商談会等を通じて積極的に販路拡大する。

③また、社長が理事長兼ねる鳥取県こだわり物産協同組合の販路も活用する。

②ゼンヤクノー：ハト麦外殻の脱皮技術における設備条件の確立。美味しいハロ麦粥レトルト食品の開発。

(2) 鳥取県ものつくり事業化応援補助金（事業化実現支援型）（平成20年度）

(1) 鳥取市農商工マッチング事業：食品加工事業育成補助事業（平成22年度）

鳥鳥取取 ハハトトムムギギ 用用ししたた「「はは
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　１．事業内容・背景など

従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

㈱かわばた（奥大山ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰﾌｧｰﾑ）

タカ食品工業㈱

上野村加工センター

長田茶店

1

2

3

4

◎ﾌﾞﾙｰﾍﾞﾘｰ栽培、観光農園

ジャム・マーガリン等製造

特産品開発

茶製造・販売

◎

◎

◎

◎

○

◎

事業主体 所在地

江府町

福岡県

群馬県

米子市

創業・
設立

16

工夫を島根大学および鳥取県産業振興機構の支援を受けながら行っている。

　今後は、事業投資が研究費・規模拡大など想像以上に膨らんでいるため、収益

(1) 事業参入の経緯・ねらい

　㈱かわばた(土木建設業)は、公共事業が減少する中、公共工事への依存体質を

脱却し、従業員の雇用を確保するとともに、町内耕作放棄地の解消と活性化への

貢献のため、農業分野進出を決断。第１農場は平成16年6月に特区認定を受け、

第２農場は平成18年4月に特定法人貸付の協定締結を受け、事業を開始。

(2) 事業参入の苦労と課題解決

　農地については、当時農地法の規制があったが、国の構造改革特区認定を受け、

農地借入できた。栽培技術については、失敗を繰り返しながら県普及所の指導を

受け、ノウハウを確立。加工品開発に当たっては、商工会の支援と連携先との研究

開発を重ねることにより、商品化・販売に至った。また、摘み取り効率を図るための

基盤整備が課題となっている。

(3) 事業内容と今後の方向性

　10ｈａの農地に、ハイブッシュ系を中心に40品種16,000本のブルーベリーを栽培し、

平成20年に観光農園を開園。出荷構成は、観光農園６割、生果２割、加工用原料

いる。加工品は、現在ジャム・ドレッシング（OEM）を加工・販売、またカフェ・アペゼ

にてブルーベリー茶や焼きドーナツなどを販売している。

２割となっており、販売先としては観光農園来園客のほか、生果物は関西方面の

スーパー、加工品は直販（直販所、直営カフェアペゼ）と地元百貨店などで販売して

計画である。

もに、自社の加工施設を設置し、ジャム・ドレッシングのほかオリジナルブランド商品の開発・製造・販売に取り組んでいく

　今後は、日本最大の栽培面積と豊富な品種を活かし、入園者の増加を図るとと

(2) 県経営革新計画承認（果実摘み取り省力化 平成21年）

(3) 県農商工連携促進ファンド事業（健康茶開発 販路開拓 平成22年度）

(1) 県チャレンジプラン支援事業（スプリンクラー等 平成２０年度）

(4) 県農商工連携促進ファンド事業補助金（健康茶開発 販路開拓 平成22年度）

(1) 電源立地交付金（商品開発・販路開拓 平成18年度）

(2) 商工会全国展開プロジェクト補助金（商品開発 平成19年度）

(3) 県ものづくり事業化応援補助金（収穫省力化 平成20年）

多多品品 ルルーーベベリリーーをを使使用用ししたた加加工工品品 のの新新分分 出出））



17

6



　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈲シュペール1

2

3

4

鳥取市 平成元年10月

創業・設立

10 ○建設業（管・設備工事） ◎ ◎

18

(1) 鳥取県建設業新分野進出事業補助金（進出検討型事業）　H２０年度

(2) 鳥取県建設業新分野進出事業補助金（事業化実現型事業）　Ｈ２１年度

(3) 鳥取市食品加工産業育成事業補助金　Ｈ２２年度

(4) 鳥取県建設業新分野進出事業補助金（事業化実現型事業）　Ｈ２２年度、追加申請

(1) 「経営革新計画」鳥取県知事承認　Ｈ２１．３．１９

(2) 「製造方法」で鳥取県産業技術センターと特許共同出願中（Ｈ２２．６　特願２０１０－１２９５７４）

(2) 鳥取県産業技術センターとの共同研究開発

(3) 「野草茶」の量産化へ向けて

　二十世紀梨とびわの葉を添加した野草茶の量産と販売を計画し、今年度、試験販売を通じて事業化を行う。原材料の保
存、裁断、圧搾汁、果汁・果肉添加、焙煎および粉砕において工程の効率化と改善を図り、自社栽培を含め、年間および月
間の販売量を達成できる原材料供給システムを構築する予定。
　ＪＡ系列の農産物販売所や、㈱鳥取県食を通じて関西地区へ向け産地の特産品として通信販売、また県内観光地や道の
駅での物産として販売を想定。県内ではたくさんの人の目に触れる機会をつくり、商品の特徴を訴えていく。

　平成20年度より「鳥取県建設業新分野進出補助金」を活用し、市場調査・先進事例視察による研究・試作開発に取り組ん
できた。開発に当たっては、鳥取県産業技術センター食品開発研究所の支援を受け、素材加工や応用技術を研究、現在、
製造方法で同センターと共同で特許を申請中である。

  当社は、公共工事、民間工事ともに受注量が大幅に減少する中で、新事業を模索してきた。そうした中、経営者の親戚筋
に生産改良に熱心な農業実務者が存在することに着目し、さらに昨今の健康ニーズの高まりからお茶の加工品開発に取り
組むに至った。
　茶葉生産分野（調達・加工）は、責任者となる湯梨浜町の農業経験者との研究により加工品目を確保、幅広い年齢層を
ターゲットに鳥取県産のこだわり茶葉を使用した飲みやすい野草茶に決定した。
　野草や薬草を「食」として、日常生活に大衆食品として取り入れ、シルバー・シニア世代を中心とした健康維持活動と病気予
防に便益効果を図ることにより、豊かな生活実現に貢献することを理念に掲げている。

(1) 事業参入の経緯・ねらい

山山野野 草草ブブレレンンドド茶茶のの加加工工
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７．中小企業診断士の視点

６．今後の課題

５．成功のポイント

(1) 機械装置・設備の導入により加工時間短縮と生産性を高め、品質（食味）を安定させること。

(2) 販売計画に伴った原材料の生産と安定した供給体制を構築すること。

野草は、薬事法で効能性を表現しないでお茶として製造と販売が認められている。高齢化社会を向かえ、病気予防など
の健康意識も高く、食の安全・安心の意識も高まっている。

二十世紀梨を野草に添加した二十世紀梨野草茶を、原料由来の成分の効能性で他社にない差別化商品として市場へ訴
求していくことが必要である。

これまでの開発段階では製造は全てが手作業であり、量産化が困難でコストもかかってしまっていた。今後、販売量の
拡大を想定し、設備機械や作業道具等を取り入れた上で、工程の効率化を図ることがポイントである。

農産物、特に食品は、生産者が付加価値をつけて販売しても市場がその価格を受け入れできない競争原理とデフレ経済
下にある。

購入しやすい価格でないとなかなか売れず、市場に埋もれた商品もたくさんあるが、あくまで原材料は地元原産のものに
こだわった上で、自社でも栽培し、利用することで原価コストを下げ、収益性を高めることが課題である。

ル（連携・支 の図示

かからら加加工工・・

鳥取県産二十世紀梨とびわの葉を加え、まろやかな香りと潤いを与えてくれる野草茶 『梨香潤』

(3) 収益性を高めるため、加工コストを抑制すること。

工工

（（ 町町））

自社栽培

当社栽培地(湯梨浜町)

協力農家

（県東中部の農家）

市市））

県産業技術センター

食品開発研究所
仕仕入入先先：

自社栽培からスタート、需要量

が見込め次第、県中部および八

頭郡の農家へと拡張する。

ＪＡ系列販売所

県内観光地

道の駅

㈱鳥取県食

（大阪方面の米穀小

売業ほか）

当当社社

販売先

販売協力

開発支援

原料供給

・梨果汁と乾燥果肉残渣を野草茶

に添付することで茶の風味、色合い、

甘みなどの嗜好性要素を強調した

・果肉の全量を使用できることは果

肉に傷があり、生食販売には適さ

ない規格外品の新たな利用法とし

ても期待できる



　１．事業内容・背景など

従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

㈲大柄組（自然薯屋おおえ）

㈱哲多すずらん食品加工

㈲長田製麺所

1

2

3

4

◎建設業、自然薯栽培

食品加工製造

製麺

◎

◎

◎

○

○

事業主体 所在地

日南町

岡山県新見市

米子市

創業・
設立

20

(3) 上記(4)補助金（特産品開発　平成19年度）

(1) 建設業新分野進出事業補助金（調査・ＨＰ作成　平成16年度　平成18年度）

(2) 上記(2)補助金（パッケージ　平成17年度）および上記(3)補助金（試食会出店等　平成17年度　平成18年度）

(1) 県経営革新計画承認（商品開発　平成19年度）

(2) 県特産品付加価値向上事業（平成17年度）

(3) 県地産地消推進事業（平成17年度　平成18年度）

(4) 県資源活用緊急支援対策事業（平成19年度）

　また、地元百貨店にてギフト商品として「自然薯とじねんめん」のセット販売の継続取引、さらに「むかご」を使ったリゾッ

トの商品化（新見市食品加工業者にOEM)などが決まり、今後は自社又は町内業者との共同加工施設の建設も視野に

入れ、自然薯や地元野菜を使った多種多様な加工品開発に取り組んでいく計画である。

めん商標登録済：米子市内製麺所にOEM）を国民休暇村などの宿泊施設や飲食店との取引を行っている。

など多様な商品開発や販売チャネルを求めた事業展開に取組むことが出来た。

(3) 事業内容と今後の方向性

　自然薯を地元百貨店や自社ホームページなどにより歳暮用を中心に販売すると同時に、各種自然薯の麺（じねん

　当初は思うような品質を確保出来る自然薯栽培が出来なかったが、県農業改良普及所

の支援を受け技術習得に努めた結果、高品質で市場性の高い自然薯栽培が実現できた。

しかし、歳暮用として地元百貨店等での取扱が実現できたが、新たな収益基盤としては

規模が小さいため、高付加価値型加工品開発に着手。

の脱却を図るため、また、「自然薯と言えば日南町」と言われるよう町の活

性化にも貢献したいとの思いから、農業分野（自然薯栽培）に新規進出。

　当初は、すりおろした自然薯を加工品として開発・販売することを試みたが、思うような

開発が出来ないことから、商工会・県の支援や交流のある飲食店等からのアイデアをもらいながら、他の素材との融合

生する自然薯が高値で取引されていることに着目し、平成16年4月、山口

県から技術導入（パイプ栽培）し、休耕田22ａで種芋1,500本の栽培を開

始した。栽培開始時は、社長個人が農地を借入れていたが、平成19年3

月に特定法人貸付の協定を締結し、㈲大柄組が農業部門として事業を展開。

(2) 事業参入の苦労と課題解決

(1) 事業参入の経緯・ねらい

　㈲大柄組(土木建設業)は、公共工事削減の中、公共工事依存体質から

　進出に当たっては、①幼少時から親しんできた自然薯が日南町の寒暖

差の大きな気候風土と良質な土壌が生育に適していること、②町内に自

日日本本唯唯一一のの原原 進進出出））
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業者

金平牧場

㈱めぐみ

1

2

3

4

大山町

米子市 平成18年12月

昭和35年

創業・設立

3人

3人

―

27百万円

◎黒豚の飼育

コロッケ・精肉等の製造 ◎ ○

22

　①「豚にドングリを食べさせれば、高級豚肉ができるのでは？」―平成14年、県内

豚肉の品質向上を目指す鳥取県中小家畜試験場が、世界的な最高級食材の

スペイン産「イベリコ豚」がドングリを飼料としている点にヒントを得て、㈱めぐみ

の濱田社長が当時所属していた自然保護団体と連携し、飼料のドングリを地元

で収集し、黒豚の試験飼育を開始。

　②一方、この黒豚の試験飼育業務を受託した金平牧場の代表・金平文雄氏は、

県畜産共進会「肉畜の部」でグランドチャンピオン受賞の養豚スペシャリスト。

しかし、これまで白豚、牛などを養育してきたが、近年は海外からの低価格品

の輸入、飼料の高騰、食品品質検査の厳格化など、経営環境は年々激化し、

経営の変革を迫られていた。　 

　③粉末ドングリを餌に混ぜて黒豚に与えたところ、不飽和脂肪酸(オレイン酸)や

ビタミンＥ等を多く含み、しかも肉の風味を損なうリノール酸が減少した豚肉の

生産に成功。

　④平成18年12月、試験飼育を経て、「トトリコ豚」の出荷・販売開始。合同会社めぐみ設立。ちなみに、「トトリコ豚」とは、

「トトリ(韓国語)＝どんぐり」と「リコ(スペイン語)＝美味しい」を合わせた造語で、平成20年12月商標登録。

　⑤平成19年、農林水産省「食料産業クラスター事業」に採択。管理栄養士と連携・協力し、加工食品のコロッケ、豚まん

等を販売。同年10月、米子市内に直営店舗「夢添加工房めぐみ」オープン。

　⑥平成21年8月、㈱めぐみに組織変更。金平牧場の「トトリコ豚(黒豚)」は、年間84頭にまで生産拡大。

(2) 事業者(一次産業)のメリット

　①トトリコ豚(黒豚)は、「性格がデリケートで、飼育に時間と手間が大変」(金平氏)だが、金平牧場では「変革のチャンス」

と果敢に挑戦。一頭ずつ給餌をきめ細かく制限・管理する独自工夫の「制限給餌手法」により、現在の飼育数は約

100頭に拡大。

　②出荷も従来の全農100％から、全農50％、㈱めぐみ33％、県外食品会社17％と拡大かつ多様化。金平牧場は、現在、

山陰地区では唯一の黒豚飼育業者で、1頭あたりの引取単価は従来の白豚の2～3倍。

(2) 平成20年12月　「トトリコ豚」商標登録

(3) 平成21年度鳥取県「次世代・地域資源産業育成事業」採択

(1) 上記(1)の支援により、黒豚飼育、新商品開発など

(2) 上記(3)の補助金により、販路開拓など

(1) 新商品開発までの経緯

(1) 平成19年度農林水産省「食料産業クラスター事業」採択

白白豚豚 黒黒豚豚」」へへ ～～ドドンドンググ 用用ししたた『『トトトトリリココココロロッッケケ』』



23



　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈲小川養鶏場

泉の里くん製工房

1

2

3

4

大山町

三朝町

昭和37年4月

創業・設立

13人 160 ◎鶏卵生産、関連加工品製造

肉類燻製

◎

◎

○

○

24

　「さくらたまごのマヨネーズ」の商品化に当たり、試行錯誤する中で、商工会産業

　事業を進めていく中で、支援施策の活用は効果的であり、商品開発・販路開拓を中心

(3) 事業内容と今後の方向性

　「さくらたまごdeマヨネーズ」と「親鶏スモーク」をＪＡの直売所や道の駅、地元スーパー等で販売。元々多くの消費者の

支持を得ていた「さくらたまご」を素材とした「さくらたまごdeマヨネーズ」は順調に売上を確保している状況である。

　今後、販路の拡大と「さくらたまご」「親鶏の肉」を使った商品開発を進め、多様な商品構成により、より多くの県内外の

消費者に食して頂き、「認知されたブランド」確立を図っていくために、直売所併設の自社加工施設の設置を行

う予定である。現在、平成23年4月からのオープンを目指して準備中である。

(1) 県農商工連携促進ファンド事業（燻製商品開発　平成21年度）

(2) 県経営革新計画承認（さくらたまごブランド価値向上と商品開発　平成21年度）

(3) 県飼料米拡大事業（平成21年度）

(4) 農水省農業主導型6次産業化整備事業（加工施設整備　平成22年度）

に補助金・助成金を活用し課題解決を図った。

親鶏のスモークの商品化に当たっては、県主催の商談会で三朝町の泉の里くん製工房と

出会い、商工会産業支援センターの支援を受け、農商工連携により商品化に成功した。

(1) 事業参入の経緯・ねらい

　㈲小川養鶏場は、純国産鶏「後藤さくら」の鶏卵「さくらたまご」を主に県内で販売し、

多数の消費者から支持を得ている。そのような中、「さくらたまご」のブランドイメージ

を高め、より多くの県内外の消費者に認知して頂くために加工品開発に着手。

　また、純国産鶏である後藤さくらの良質な肉も消費者に食して頂こうと商品開発に

着手し、現在完成商品を県内を中心に販売しているところである。

(2) 事業参入の苦労と課題解決

支援センターと専門家の支援を得ることが出来、自社オリジナルブランド商品が完成。また、

(3) 県飼料米拡大事業補助金（平成22年度）

(1) 県農商工連携促進ファンド事業助成金（燻製商品開発　平成21年度）

(2) 県経営革新支援補助金（販路開拓　平成22年度）

(4) 農水省農業主導型6次産業化整備事業補助金（加工施設整備　平成22年度）

たた「「ささくくららたたままごごママヨヨネネーーズズ 鶏鶏ススモモーー 売売
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈱フジタ1

2

3

4

岩美町 平成4年

創業・設立

8 50 ◎植物卸 ◎ ◎

26

(1) 事業の背景

(2) 事業内容

(3) 本製品の優位性

(4) ターゲット市場

　工場立地法による対象企業、公共の建設物、都市部などにおける高層建築物。

(1) 21年度鳥取県地域資源産業育成事業採択（21年1月）

(2) 21年度鳥取県発明工夫展・発明協会長　奨励賞

上述事業ファンド交付金承認

　これまで、どの緑化植物にしても雑草問題が大きな課題であった。そこで、本製品は防草シートにくるんで座布団型とし、
ファスナーをあけ常緑キリンソウを植え込む方法により、敷地面に置くだけで緑化が完了するという独自の手法を開発した
（このファスナー付きの座布団方式は特許申請中）。

　1974年の工場立地法施行により、工場設置時に一定の緑地が必要とさ

れたが、同法は04年に緩和され、屋上緑化、壁面緑化も「緑地」として認
められるようになり、屋上緑化への関心が高まった。
　また、地球温暖化対策として、ＣＯ２削減効果のある緑化事業は、環境

対策面からも注目された。

　緑化用の従来商品としては芝生があるが、価格や施工費用面に問題
があった。一方、当社が開発した常緑キリンソウは、寒冷地や夏の高温、
少雨にも耐える植物として品種登録されたもので、同種の中では唯一生き残る植物として認知され、施工が多かったセダ
ムに取って代る製品として期待されている。

　この独自工法による効果としては、以下の点が挙げられる。
①四季を通じて緑化が保たれる、
②維持管理がしやすい（注：防草シートは透水性で天然雨水で賄え、芝生のように夏場の潅水は必要ない。また、狭隘地
のような管理にしにくい場所に適しており、風による土の飛散はなく、大雨での土砂の流出もない）、
③潅水管理設備等が不要のため、トータルコストが安い、
④雑草が生えない（注：緑化事業の最大の敵は雑草である。雑草が緑化用植物を駆逐するのをいかに防止するかが、従

来の最大テーマであった。本製品の防草シートを使った独自工法の大きな目的は、これらの雑草を遮断することにあり、こ
のシートは透水性で植物の育成効果と合わせ、両方の課題が解決できたことになる）

屋屋上上にに小小ささ ををつつくくろろうう！！夢夢 ジジェェククトト
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

さとに医食同源

中嶋米穀㈱

米澤農園

1212

1

2

3

4

鳥取市里仁

鳥取市千代水

鳥取市里仁

平成19年

創業・設立

5

9

1 ◎

医療給食、配食、宅配

精米、ＬＧＣソフト米調達

低タンパク米「春陽」生産

◎ ◎

◎

28

 ①さとに田園クリニック…食事による患者の病状を分析、疾患者に合わせたレシピの開発提供

 ②中嶋米穀…低タンパク米情報、低タンパク米分析機関へ分析依頼、「春陽」と「ＬＧＣソフト」をブレンド精米

 ③鳥取県農林総合研究所…低タンパク米「春陽」の栽培技術の支援

(1) 経緯

　⑤カロリー・栄養素等を心配しないで、家族とともに食事を楽しく美味しくいただく食事の提供

　⑥購入者に即したレシピ付きの「低タンパク米」をリーズナブルな価格で提供

(3) 医療機関、行政研究機関との連携、役割分担

(2) 優位性

　④データ付き個々に合った食事の提供

　さとに田園クリニックの医師・太田匡彦氏は、「化学的治療法
だけでは、腎臓疾患患者の健康維持は難しい。腎臓疾患者の
ＱＯＬ（人生や生活の品質）向上のためにも安心して、楽しく、
美味しくいただける食事の提供を考えていきたい」との考えか
ら、父と計画し、さとに医食同源(個人経営)を創業。

　平成21年、医師と管理栄養士との連携により、腎臓病・糖尿
病メタボ対策に効果のある低タンパク米を導入。それを地域で
支え、地域活性化につなげようと、集落で農業を営む米澤氏、
精米販売を営む中嶋米穀㈱に働きかけ、取り組みが決定。

  平成22年秋、25アールに低タンパク米「春陽」を収穫。検査
分析を経て、さとに田園クリニックが開発したレシピをもとに、
弁当を試作。

　①個に対応した医療給食、弁当、低タンパク米の提供

　②医・農・商・地・連携による医療給食・弁当の提供

　③腎臓疾患者等へ食事指導の機会と場の提供

医医農農
～～レレ ～～
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の資金活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業者

農家、果樹園など

㈱ＬＡＳＳＩＣ

1

2

3

4

鳥取市郊外

鳥取市

― ― ―

平成18年12月

創業・設立

27人 180百万円

◎農業、果樹園経営

ＩＴソリューション ◎

30

 ① 「副社長、これって新しいビジネスとして成り立つ

　かもしれませんね」―農村研修生の一言が、新事

　業スタートのキッカケになった。

 ② ㈱ＬＡＳＳＩＣは、鳥取出身のＩＴ経営者が東京勤務

　から地元にＵターンし、起業したベンチャー企業で

　ある。

 ③ 現代のストレス社会においては、うつ病など「心の

　病」で休職・離職する労働者は、年間20万人を超え

　る。このうち、ＩＴ業界は1万6千人で、その業務性格

　上、全産業平均に比べ約5倍の発生率と言われて

　いる。

 ④ 当社の西尾副社長(36歳)は、かつて「心の病」に悩む都会のＩＴ社員を鳥取の農村へ一定期間招き、リフレッシュした

  うえで元の職場に復職させた成功体験から、当初はそうした傾向が見られる自社スタッフ数名に農業体験研修をさせた

　ところ、やはり予想以上の改善効果が見られた。

 ⑤ 当社では、新事業開発にあたり、受け入れ農家との交渉、研修内容(ＩＴ業務と非ＩＴ業務のバランス、期間など）の検討、

  専門医療機関との提携、有資格者によるスーパーバイザー（業務管理と日常生活指導を担う専任スタッフ）の認定、効

  果測定プログラムの開発(特許出願中)などに取り組む一方、行政機関、大学等との連携を図り、平成22年4月には知事

  公邸にて鳥取県、県教育委員会、鳥取市、鳥取環境大学、 当社の5者による連携協定に調印した。

 ⑥現在、東京の大手ＩＴ企業数社から研修契約を受託、平成22年10月には単月黒字化を達成した。

(2) 事業者(一次産業)のメリット

 ①農村研修においては、作物栽培のほか、耕作放棄地の草刈り、堆肥散布などを行う。若い人手が少ない集落におい

  ては、労働力確保につながる。また、収穫した作物の一部は、研修期間中の食事用として買い上げ、全員で調理する。

 ②研修生は、もともとは高学歴で真面目なタイプがほとんど。地元大学でのＩＴ講座講師のほか、集落でのパソコン教室

  開催など、豊かな自然環境の中で地元住民とのコミュニケーションを図っている。

上記(1)の補助金により、新サービス開発、営業活動など

(1) 平成21年12月　鳥取県「経営革新計画」承認

(2) 平成22年2月　「リワーク支援システム」特許出願

(1) 新サービス開発までの経緯

ュュ！！
、、スストトレレスス社社会会のの うう『『リリワワーー ササーービビスス ～～
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈱ヘイセイ

赤碕町漁協

ＪＡ鳥取中央

全国のガス会社

1414

1

2

3

4

琴浦町

琴浦町

倉吉市

昭和37年4月

創業・設立

25 200

○

○

建設業、食品販売 ○ ○

○

32

(1) 経緯

① ㈱ヘイセイは、琴浦町の中堅建設業者として営業しており、関連

　会社にガス会社、運送会社などを保有する。代表者の種子晋司氏

　（48歳）は、公共工事の減少に備え、異業種参入に取り組んだ。

② 当初、石を加工した健康器具の販売を手がけたが、リピートが無

　い商品である上に、商品が重く、営業し難いため取扱いを断念した。

③ その経験を活かし、リピートがあり、軽い商材で、しかも地元の食

　材にもこだわり、赤碕漁港で取れる飛び魚（あご）入りのだしを独自

　に開発、「あごいり鰹ふりだし」を製造・販売するに至った。

④ 現在は、赤碕漁港で水揚げされた「あご」を漁協の加工場で一次

　加工し、専門業者に一部工程を外部委託後、自社工場で製品化している。

(2) 標的市場

① 開発した製品のメインの販売先は、全国のガス会社である。ガス会社の業界は、オール電化の流れに押され、厳し

　い状況が続いている。打開策を模索しているガス会社の販売ツールとして、この商品を提案している。

② 「電気調理器よりも、ガスコンロの方が良いだしが出る」「リピートのある商品であり、希薄になりがちな営業担当者

　とお客様のコミュニケーションが取れる」などのメリットをアピールして、販売量を伸ばしている。

③ また、全国で開催されるガス会社の展示会に無料で出かけて、その会社の販売員に代わり販売を行う活動を年間

　数百回行っており、現在全国300社以上のガス会社との取引を実現している。さらに、地元での知名度を上げるため

　にＣＭなど販売促進にも力を入れており、スーパーなど一般の販売網も整備されている。

(3) 新たな商品開発

① 地元商品にこだわった商品開発として、琴浦町特産のブロッコリーを使ったブイヨンを新発売した。

② このほか、地元の給食で有名となった「スタミナ納豆ふりかけ」や「あご入り鰹ふりかけ」など、関連商品のラインア

　ップを揃え、充実化を図っている。

(1) 平成22年度　次世代地域資源活用プログラム

(2) 平成22年度　緊急雇用対策

強強 活活かかししてて 拡拡大大 ～～ガガスス業業界界ののソソリリュューーシショョンンビビジジネネスス～～
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の資金活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業者

漁業者、ＪＦ鳥取

㈲前田水産

1

2

3

4

境港市

米子市 昭和35年創業

― ― ―

創業・設立

3人 80百万円

◎カニ漁獲

カニ加工食品製造・販売 ◎ ◎

34

 ① 「何とか、下請けから脱却したい」―前田社長（39歳）には、熱い思いがあった。㈲前田水産は、創業以来、地元水産

  業者の下請けとして、主に紅ズワイガニの一次加工(脱甲ボイル加工)事業を続けてきたが、厳しい環境下、経営状況は

　次第に悪化。

 ② もともと紅ズワイガニは、山陰沖など能登半島以西

  の日本海側に主に生息・分布するが、鳥取・境港は

  水揚げ量全国No.１を誇る。しかし、平成14～15年頃

  から漁獲量は次第に減少、それに伴う漁獲規制、ロ

  シアなど安価な海外産の輸入など、水産業者を取り

　巻く環境は年々激化。　　 

 ③ 亡父の後を継いだ前田社長は、何とか新事業分野

　への進出を考え、地元の温泉旅館など新規販路開拓

  に注力する一方、ＪＦ鳥取などと連携し、新商品開発

　に着手。

 ④ 平成21年、蟹の甲羅の器に、むき身をふんだんに盛りつけた新製品「かにおこわ」が完成。同製品は、「鳥取らしさ」が

　関係各方面から大いに評価され、平成22年度「食のみやこ鳥取県 最優秀賞」を受賞。現在、県内外の各種イベントの

  ほか、Yahoo!など大手ショッピングサイト等にて、全国に向けて販売展開している。 

 ⑤ さらに、当社では鳥取県産業技術センター・食品加工研究所の支援を受け、平成20年度より蟹のエキスを使っ た蟹オ

  イル調味料（商品名：「グランキオイル」）、オイルにカニ身の具を入れた「食べる蟹ラー油」などを次々と商品開発、高級

  レストラン、飲食店向けに業務用として販売している。

 ① 紅ズワイガニは、1籠（約30kg）あたり3,500～8,000円と、漁獲年によってかなり価格変動が激しい。この主な原因は、

　 天候など自然条件のほか、大都市向け販売における大手水産卸業者との力関係による部分がかなり大きく、せっかく

　 境港で水揚げされたカニが地元の温泉旅館や飲食店にはほとんど供給されないという奇妙な現象が、半ば恒常化し

   ている。

② 漁業者（ＪＦ含む）にとって、顔馴染みの地元水産業者との取引は、地産地消、相対取引による利幅確保、商品 の共

　同開発・販売における地域活性化、全国に向けた産地ＰＲ活動など、多くの連携メリットがある。

上記(2)の補助金により、新商品開発、販路開拓など

(1) 新商品開発までの経緯

(2) 事業者（一次産業）のメリット

(1) かにおこわ：平成22年度「食のみやこ鳥取県 最優秀賞」受賞

(2) 平成22年9月　鳥取県「経営革新計画」承認

脱脱却却へへ ～～紅紅ズズワワイイガガニニ水水 量量全全国国NN ににおおここわわ』』・・『『カカニニオオイイルル』』のの
～～
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈲あぶい蒲鉾

ＪＡ鳥取中央

1616

1

2

3

4

琴浦町

倉吉市

赤碕町漁協 琴浦町

NPO法人琴浦グルメストリート 　 〃　

明治23年2月

平成22年8月

創業・設立

9 100

○

○

かまぼこ製造

農業協同組合

漁業協同組合

共同販売促進事業

◎ ○

○

36

(1) 経緯

① 鳥取県琴浦町は、古くから港町として栄え、そこで水揚げされる魚を使ったかまぼこの生産が盛んであり、多くのかま

　ぼこ製造業者がある。

② ㈲あぶい蒲鉾は、同町八橋地区に店舗を構え、明治時代から創業する老舗の一つである。専務を務める油井弘行氏

　（50歳）は、地域の食材を活かした商品開発に以前から取り組んでいた。

③ 昭和60年　鳥取県産のながいもをかまぼこの芯にした「ながいもかまぼこ」の開発に取り組む。ＪＡ鳥取中央の協力を

　得て、琴浦町商工会や鳥取県産業振興機構など公的支援機関との連携により、「ながいもかまぼこ」の商品化に至った。

　この商品は、地域の特産品を組み合わせたもので、土産物としてロングセラーを誇っている。

④ 一方、琴浦町にある赤碕漁港は、飛び魚の水揚げでは日本有数の港である。

　地元では、「あご」という飛び魚を使ったあごカツの商品化に取り組んできた。

　しかし、平成23年3月には琴浦町の幹線道路である国道9号線のバイパスとして

　高規格道路が開通する予定となっており、国道9号線沿線で営業する小売店や

　飲食店にとっては交通量減少による大きな打撃が予想されることから、連携して

  特産品を開発することで、打開策を探る動きとなった。

(2) 新商品開発

① 当社が取り組んだのは、赤碕漁港で取れた「あご」のすり身を100%使ったあご

　カツの開発であった。今までの商品は、見た目やコスト面を考慮し、他の地域か

　ら仕入れた材料を使った商品が多かったが、今回は地元産の材料による商品

　開発にこだわった。

② さらに、この「あごカツ」を使った「あごカツカレー」を地元のレストラン数店舗で販売したところ、Ｂ級グルメとして人気を

　博し、地域活性化の起爆剤となっている。

③ また、地元関係者が「まちづくりNPO法人琴浦グルメストリートプロジェクト」を立ち上げ、国道９号線琴浦地域の特産品

　や味覚など情報発信にも取り組んでいる。

平成22年度食のみやこ鳥取県推進事業　とっとりオリジナルメニューづくり支援事業

地地元元 材材をを全全国国へへ届届けけるる ～～ななががいいももかかままぼぼここ、、ああごごカカツツ～～
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　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

㈱シャルビー

㈲カンダ技工

1717

1

2

3

4

鳥取市

米子市

平成17年12月

創業・設立

11

△

化粧品の企画・製造・販売 ◎

○

◎

甲陽ケミカル㈱ 境港市 ○

㈱白山命水 倉吉市 ○
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(1) 経緯

(2) 商品の特性、販売状況など

(1) 鳥取県産業振興機構「20年度次世代・地域資源産業育成事業」採択　平成21年2月 　（⇒研究開発・試作）

(2) 平成22年度鳥取県提案型企業へのステップアップ支援補助金　平成21年4月　　（⇒商品改良・市場調査）

(3) 平成22年度鳥取県美容・健康食品創出支援事業補助金　平成22年10月

(1) 「経営革新計画」鳥取県知事承認（平成21年1月8日）

(2) 「成分効果」で鳥取大学と特許共同出願中

② 製品化後、鳥取県及び関係機関の支援のもと、セールスレップの専門家を紹介いただき、関西方面への流通チャネルを
確立しつつ、自社サロンほか県内施設において、発売以来販売個数を伸ばしている。

① ㈱シャルビーは、20年余りの化粧品代理店での経験とノウハウを活かし、平成18年に化粧品メーカーへ移行。自社ブラン
ド『シャルビー』の開発・販売を手がけ、自社サロン３店と卸先サロン十数社を中心に、ケア販売を主体とした事業を展開して
きた。

② 販売代理店時代から、商品構成の見直し（絞り込み）や在庫負担の解消、新たな販売チャネルの開拓が直面の課題であ
り、新商品による新市場開拓が求められていた。こうした環境下、新商品・オールインワン美容保湿クリーム『りとっとのたか
らもの　ほほうるる』を企画・開発・販売に至った。

① この商品は、甲陽ケミカル㈱（境港市）のＮ-アセチルグルコサミン、㈲カンダ技工（米子市）のフィッシュコラーゲン、天然
還元水の㈱白水命水（倉吉市）の鳥取県産の天然成分を配合した、これひとつで５つの役割（化粧水・乳液・美容液・クリー
ム・化粧下地）をする、オールインワンのジェルクリームである。
   なお、Ｎ-アセチルグルコサミンは、鳥取大学農学部と、実証検証では同大医学部と連携し、製品化した。

鳥鳥取取県県のの地地 ししたた本本格格 品品ののブブラランンドド開開発発



39



　１．事業内容・背景など

所在地
従業
員数

年商
(百万円)

事業内容
1次
産業

2次
産業

3次
産業

　３．補助金・助成金・ファンド等の活用

　２．公的事業採択・経営革新計画承認・表彰など

事業主体

赤碕町漁業協同組合

1818

1

2

3

4

琴浦町 昭和24年8月

創業・設立

13 500 ◎漁業協同組合 ○ ○
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(1) 経緯

① 鳥取県内においては、漁協協同組合の統廃合が進んでいるが、

　その中にあって、赤碕町漁業協同組合は独立して運営を行う、数少

　ない漁協の一つである。

② また、全国有数の水揚げ高を誇る「あご」（飛び魚）や品質の良い

　ウニなど、独特な海産物の水揚げのある港である。

③ 平成6年、国道9号線赤碕地内に道の駅「ポート赤碕」がオープン

　し、核テナントとして鮮魚の直売センターを開設した。同センターは、

　赤碕漁港からほど近い立地であり、新鮮な魚が安く買えるイメージ

　があり、県外の観光客、9号線を通行する県内顧客、近隣町村の住

　民などでにぎわいを見せている。

(2) 高付加価値化へ向けた取り組み

① 赤碕町漁協では、赤碕港で水揚げされた魚を売るだけでなく、付加価値を付けて販売するために、平成7年に水産物

　加工所を新設し、周辺市町村（琴浦町、大山町、大栄町、倉吉市など）の学校給食の食材加工を手がけた。

　当初は、海産物のみの加工を行っていたが、現在は学校からの要望に応じる形で、農産物を組み合わせた食材の加工

　も手がけるようになっている。なお、各町村の学校給食に対応できる配送の仕組みも整備している。

② また、近年は、水産物加工品の販売にも力を入れている。水産物加工所で製造した天ぷらや蒲鉾などを道の駅の直売

　所で販売したり、地域イベントなどに積極的に参加して販売している。

③ さらに、鮮魚販売においては、大阪のイオンの店舗と提携し、市場が休みの土曜日に赤碕漁港で取れた鮮魚を直送す

　る取り組みを行っている。

④ 今後は、赤碕漁港産の海産物のさらなる高付加価値化に向けて、ブランドの開発に取り組む計画である。赤碕漁港は、

　県内の他の漁港に比べ珍しい魚種の水揚げがあり、個性的なブランド開発が期待される。

　同漁協では、交通網の整備をビジネスチャンスと捉え、さらなる情報発信を目指しており、琴浦パーキングエリアへの出店

　を予定している。

⑤ なお、平成23年3月に山陰道中山－東伯間が開通すると、道の駅の前面道路(国道9号線)の交通量減少が予想される。

独独自自 ～～漁漁 ブブラランンドド化化をを目目指指すす～～
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第３章 調査結果のまとめ 

 

１．６次産業化および農商工連携のスタイルと課題 

 

（１）主たる企業のコア事業と農商工連携の関連性 

 

今回、調査を実施した１８件の事例において、主たる企業のコア事業を１次産業（農畜産・水産業）、２次

産業（製造業）、３次産業（商業）及び建設業農業参入に分類し、各々がどのような連携スタイルによりビジ

ネス展開を模索しているかを検証した。 

 

① ６次産業化への取り組み 

 

１）１次産業から６次産業化の取り組み 

１次産業をコア事業とする連携が６次産業化を目指すケースが多い。日南町のトマト生産者が加工会社を設

立して加工製品の製造・販売まで手掛けるケース（事例 No.2）や養鶏場がこだわりのある卵を使ったマヨネ

ーズや親鶏の薫製などをつくるケース（事例No.10）などがある。 

これらは、原料生産者が消費者に向かって川下である加工製品の製造・販売まで手掛けるものであるが、素

材を知り尽くした生産者ならではのこだわりと生産から販売までの一貫した取り組み（ものがたり）を消費者

ヘアピールできることもあり、堅実な取り組みとなっているケースが多い。 

 

●図表3-1  主たる企業のコア事業と農商工連携の関連性 

６次 ３次＋２次 ２次＋１次 ３次 ２次 １次＋３次

②日南トマト ③ニラ保存会

１次　農畜産 ⑩小川養鶏場

　　　水産業 ⑱赤碕漁港

①上代　どぶろく ⑤ゼンヤクノー　ハトムギ

⑨めぐみ　トトリコ豚

⑮前田水産　カニおこわ

⑯あぶい蒲鉾　あごカツ

品麓山山大　興新④米クパンタ低　にとさ⑫地緑上屋　タジフ⑪

修研村農　CISSAL⑬しだごあ　イセイヘ⑭

⑰シャルビー　化粧品

薯然自　組柄大⑧たばわか⑥

建設　建設業 　　ブルーベリー

　　異業種参入 ⑦シュぺール

　　野草ブレンド茶

中心企業が取り組む事業
母体事業

２次　製造業

３次　販売業

主たる企業

のコア事業

取り組んでいる農商工連携の形態 

商業 
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①① 成成

比較的 ープの特徴としては、既存事業の営業基盤が整基盤が整基 っており、コア事業に近い分野で

の取り組みが多い。また、取り組みを始めてから試行試行試 錯行錯行 誤錯誤錯 を繰り返し、永年かけてビジネスモデルをブラッシ

ュアップしているケースも多く、農商工連携の難しさがうかがえる。

●図表3-2 主たる企業のコア事業とビジネスモデルの成熟度

②② ププ

販売力を持つ企業が主となるケースでは、製造などをアウトソーシングするケースがある。大山山麓を切り

口にした製品開発を行う㈲新興は、販売に特化特化特 して製造に関しては連携企業からのＯＥＭで対応対応対 し、自社が経

営するホテルやＷやＷや ＥＢなどでの販売を行っている（事例No.4）。

どぶろくの製造を自社で手掛ける上代は、皆生温泉温泉温 との連携で生まれた清酒の製造権造権造 を地元酒造会造会造 社にライ

センス供与し、ロイヤリティを受け取るビジネスモデルを構築している事例No.1）。

（（３３））６６次次産産業業化化おおよよびび農農農商商工工連連携携ススタタイイルルにによよるる３３つつのの流流れれ

６次産業化および農び農び 商工連携連携連 を、そのスタイルによって分類分類分 すると、大きく３つの流れがある。

Ⅰステージ Ⅱステージ Ⅲステージ Ⅳステージ Ⅴステージ

１次 農畜産

水産業

建設 建設業

異業種参入

Ⅲステージ 販路確保段階

Ⅰステージ 製品開発段階 Ⅳステージ 販路拡大段階

Ⅱステージ 販路模索段階 Ｖステージ ビジネス化段階（新たな展開）

＜ビジネスモデルの成熟度＞

ビジネスモデルの成熟度

２次 製造業

３次

成熟熟度が高いグループ
③ニラ保存会 H22

②日南トマト HH18

⑩小川養鶏場 H21

①上上代 どぶろく H17

⑤ゼンヤクノーー ハトムギ H22

⑨めぐみ　トト　トトリコ豚 H19

⑮前田水産 カニおこわ H22

⑯あぶい蒲鉾 あごカツ H22

⑱赤碕漁港 H6

⑰シャルビー 化化粧品 H18

⑪フジタ 屋上緑地 HH21

⑫さとにに 低タンパク米 H22

⑬LASSIC　農村研修修 H21

④新新興 大山山麓品 H20

⑭ヘイセイ あごだし H20

⑧大柄組 自然然薯 H16

⑥かわばた ブルルーベリー H16

⑦シュペール 野草ブブレンド茶茶 H21

ブランド化に取りり組組組組組組むグむグむグループ

主たる企業

のコア事業

商業
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農商工連携事業に取り組んだ目的　（件数割合）

25.0%

25.0%

20.0%

15 .0%

10.0%

5.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

地域産品を活用した地域の活性化

建設業からの転入

農林水産業（１次産業）から加工品
開発（２次産業）へ進出

健康・高齢化・ｽﾄﾚｽ社会に必要な医
療・環境関連事業進出

事業の拡大（新商品開発、下請け脱
却、販売代理店から製造ﾒｰｶへ）

農商工支援関連機関（JA、商工会）
から勧められた

事業成功のポイント　（件数割合）

36.3%

28.6%

17 .6%

13.2%

4.4%

0.0% 10 .0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

施策の活用　(支援機関、試験場、食品
研究所、補助金）

商品の特徴　（地元農水産物の素材の
良さ、健康・高齢者むけ商品、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化）

地域の協力　（地域活性化への思い、地
域の企業や専門家、関係者の協力）

経営方針　（事業者の能力、明確な事業
方針・目標、経営者自らが率先垂範）

販路開拓　（独自の販路と販売ﾉｳﾊｳを
確立、社長の圧倒的な営業活動）

    ●図表3-3 ６次産業化および農商工連携に取り組んだ目的（件数割合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業成功のポイント 

 

事業に取り組んでいる関係企業等が、成功するためのポイントとして挙げている項目を見ると、最も多かっ

たのは、当然ながら行政施策の活用で、全体の36.3％となっている。具体的には、 

①支援機関を有効に活用できたこと（県試験場、県農林総合研究所、食品加工研究所、商工会議所、商工会、 

商工会産業支援センター、産業振興機構等、ＪＡ、鳥取大学、鳥取環境大学など）、 

②農林・商工施策の補助金・助成金・ファンド活用が出来たこと（経営革新、ふるさと認証商品、ものづく 

り事業化、農商工連携、構造改革特区認定、新事業展開塾、食料産業クラスター、地域資源産業育成など）

などが挙げられる。 

 

●図表3-3 事業成功のポイント（件数割合） 
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事業の今後の課題　（件数割合）

38.1%

27.0%

20.6%

6.3%

4.8%

3.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

事業経営　（経営体制の確立、人材の雇用・
育成、事業計画の作成、加工ｺｽﾄ低減）

販売・流通　（販売戦略、販路の多角化・安定
化、ﾀｰｹﾞｯﾄ顧客、観光との連携）

生産・供給　（原材料の安定供給、自社で栽
培、機械・設備の導入、品質・生産性向上）

地域協力　（地域関係者のﾘｰﾀﾞｼｯﾌﾟ・ｺｰﾃﾞｲ
ﾈｰﾄ力、地域全体のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化）

商品開発　（新製品開発､ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ商品化、健
康食品として付加価値アップ）

ﾉｳﾊｳの蓄積　（健康・医療関連の商品やﾋﾞｼﾞ
ﾈｽについてのデータ蓄積ﾉｳﾊｳの構築）

また、２番目に多かったのは、特徴ある商品が開発できたことで28.6％、これは、 

①地元農水産物の素材の良さを活用した商品を開発したこと(源流水とどぶろく、良質な土壌とトマト、黒 

ラッキョウ、野草茶、こだわりの土作りで自然薯生産、美容効果高い天然成分、カニおこわ、など) 

②健康・美容などへの意識が高い消費者や高齢者をターゲットにした商品（はとむぎ茶、野草茶、トトリコ 

黒豚、など）、 

③商品の優位性・ブランド化に成功したこと（ニラ産地物語、黒豚ブランドなど、他地域の事業者にまね

されない商品、ブランドまで育てる忍耐力、家庭で手軽に調理可能な製品、など） 

が挙げられる。 

３番目に多かったのは、地域の協力が得られたことで17.6％、これは、 

 ①地域の企業や専門家、関係者の協力を生かした取組みができたこと（加工施設は町から借用、製造ノウハ 

ウは農業改良普及員、販路開拓は取引先百貨店、酒造会社や皆生温泉の旅館、産官学連携、ＪＡ、ＪＦ、

ＮＰＯと連携した商品開発、など）、 

②地域活性化への思いを共有（グループ栽培、若い経営者と地元水産関係者による地道な連携の取り組み、 

農業者の共同出資会社、ふるさとを愛し、生産者の所得向上と後継者対策への貢献、など） 

が挙げられる。 

 

（３）今後の課題 

  

事業者が今後取り組むべき課題として挙げている項目を見ると、最も多かったのは、事業経営（ビジネスと

しての体制確立）で38.1％、これは、 

 ①組織・生産体制の確立や事業計画の作成、資金調達、マーケティング調査、自社商品アピール方法、 

  ＪＡと一体となった経営計画、 

②人材の雇用・育成、技術向上（後継者対策、事業拡大に伴う従業員の確保など） 

③収益基盤の整備（お米並の採算性、新しい生産技術導入、加工ｺｽﾄ低減） 

など、ビジネスとしての基盤整備が不十分な事業が多いことが挙げられる。 

 
●図表3-4 事業の今後の課題（件数割合） 
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